
東京都北区商店街魅力発信サポート事業補助金交付要綱 

 

３０北地産第３１８１号    

平成３１年３月５日区長決裁 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、東京都北区商工業魅力発信事業実施要綱（平成３０年３月１６

日付２９北地産第２９２３号）に基づき開催された区内商工業の魅力発信に関する

プレゼンテーションのコンテスト（以下「プレゼンコンテスト」という。）において

優秀な成績を収めた提案の実現に向けて、プレゼンコンテストのテーマの対象とな

った商店街等（以下単に「商店街等」という。）に対し、予算の範囲内で必要な経費

を補助することにより、商店街等の魅力発信及び活性化を図ることを目的とする。 

 

 （補助金の交付対象） 

第２条 補助金の交付の対象となる経費は、商店街等が別表第１に定める補助事業を

行うために必要な経費（以下「補助対象経費」という。）とする。 
２ 補助事業は、商店街等がプレゼンコンテストのテーマの対象となった年度の翌年

度から起算して３年度目（次項において、「補助限度年度」という。）までに実施す

るものとし、一の補助事業につき、最大３回（同一年度に１回に限る。）まで補助を

受けることができるものとする。ただし、補助事業が別表第２に掲げる商店街振興

に係る事業の補助金の交付を受けた場合は、当該補助金の交付をこの要綱による補

助金の交付とみなし、この要綱による補助回数に含めるものとする。 
３ 前項の規定にかかわらず、区長は、商店街等に特別な事情があり補助限度年度を

超えて補助することが相当と認めたときは、１箇年度に限り補助限度年度を延長す

ることができる。 
  
 （補助率等） 
第３条 補助率及び補助限度額は、別表第３のとおりとする。ただし、１千円未満の

端数は切り捨てるものとする。 
 
（補助金の交付申請） 
第４条 補助金の交付を受けようとする商店街等は、区長が定めた期日までに東京都

北区商店街魅力発信サポート事業補助金交付申請書（別記第１号様式）を区長に提

出するものとする。 
 
 （補助金の交付決定） 
第５条 区長は前条の申請があった場合は、その内容を審査し、補助の目的に適合す

ると認めたときは、速やかに補助金の交付を決定するとともに、東京都北区商店街

魅力発信サポート事業補助金交付決定通知書（別記第２号様式）により商店街等に

通知し、補助の目的に適合しないと認めたときは、速やかに補助金の不交付を決定

するとともに、東京都北区商店街魅力発信サポート事業補助金不交付決定通知書（別

記第３号様式）により、商店街等に通知するものとする。 

 
 （交付の条件） 
第６条 区長は前条の規定により交付を決定する場合には、補助金の交付の目的を達



成するために、必要な条件を付すことができるものとする。 
 
 （申請の取下げ） 
第７条 商店街等は第５条の規定による交付決定（以下「交付決定」という。）の内容

又はこれに付された条件に不服があり、第４条の規定による交付申請（以下「交付

申請」という。）の全部又は一部を取り下げようとするときは、交付決定の通知を受

けた日から１４日以内に、その旨を記載した書面を区長に提出するものとする。 
２ 商店街等は、前項に規定する場合のほか、交付申請を取り下げようとするときは、

その旨を記載した書面を区長に提出するものとする。 
 
 （交付決定の取消し） 
第８条 区長は、商店街等（交付決定を受けたものに限る。以下同じ。）が、次の各号

のいずれかに該当した場合は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことが

できる。 
（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 
（２）補助事業が実施できないと認められるとき。 
（３）補助金を他の用途に使用したとき。 
（４）交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令に違反したとき。 
２ 前項の規定は、第１２条の規定により、補助事業について交付すべき補助金の額

の確定があった後においても適用があるものとする。 
 
 （事故報告） 
第９条 商店街等は、補助事業が当該年度内に完了することができないと見込まれる

とき、又は補助事業の遂行が困難となったときは、速やかにその理由及び状況を書

面により区長に報告し、その指示を受けるものとする。 
 
 （補助事業の内容変更等） 
第１０条 商店街等は、事業の名称、実施期間等の内容を変更しようとする場合、又

は中止しようとする場合には、あらかじめ東京都北区商店街魅力発信サポート事業

補助金事業変更申請書（別記第４号様式）を区長に提出するものとする。ただし、

軽微な事項については、この限りでない。 
 
 （実績報告） 
第１１条 商店街等は、補助事業が完了したときには速やかに、東京都北区商店街魅

力発信サポート事業補助金実績報告書（別記第５号様式）を区長に提出するものと

する。 
 
 （補助金の額の確定） 
第１２条 区長は前項の規定により実績報告を受けた場合は、関係書類の審査及び必

要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が交付決定の内

容及び条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは交付

すべき額の補助金を確定し、東京都北区商店街魅力発信サポート事業補助金交付確

定通知書（別記第６号様式）により商店街等に通知するものとする。 
 
 （補助金の請求） 



第１３条 商店街等は、前条に規定する確定通知書を受け取ったときは、速やかに東

京都北区商店街魅力発信サポート事業補助金請求書（別記第７号様式）を区長に提

出するものとする。 
 
 （補助金の支払） 
第１４条 区長は、前条の規定により補助金の請求を受けたときは、速やかに補助金

を商店街等に支払うものとする。 
 
 （消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 
第１５条 商店街等は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額が確定した場合には、速やかに東京都

北区商店街魅力発信サポート事業補助金に係る消費税及び地方消費税額の確定に

伴う報告書（別記第８号様式）により、区長に報告しなければならない。 
２ 区長は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税の仕入控除税

額相当額の全部又は一部の返還を命じるものとする。 
 
 （補助金の返還） 
第１６条 区長は第８条の規定により交付決定を取り消した場合において、補助事業

の当該取消しに係る部分に関し、商店街等に補助金が交付されているときは、期限

を定めてその返還を命じるものとする。 
 
 （補助金の経理等） 
第１７条 商店街等は補助事業に係る経理について収支の事実を明らかにした証拠書

類を整理し、かつ、補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後、５年間保存

するものとする。 
 
 （検査等） 
第１８条 商店街等は、区長が補助事業の運営及び経理等の状況について検査を求め

た場合、又は補助事業について報告を求めた場合は、これに応じるものとする。 
 
（違約加算金及び延滞金の納付） 

第１９条 区長は、第８条の規定により交付決定の全部又は一部の取消しを行い、第

１６条の規定により補助金の返還を命じたときは、商店街等が補助金を受領した日

から返還の日までの日数に応じ、補助金の額（一部を返還した場合のその後の期間

においては既返還額を控除した額）につき、年１０．９５パーセントの割合で計算

した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を商店街等に納付させるものとする。 
２ 区長は、補助金の返還を命じた場合において、商店街等が定められた納期日まで

に補助金を納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日数に応じ、その未納

付額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合

を除く。）を商店街等に納付させるものとする。 
３ 前２項に規定する年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間についても３６５

日当たりの割合とする。 
 
（延滞金の基礎となる額の計算） 

第２０条 前条第２項の規定により、延滞金の納付を命じた場合において、返還を命



じた補助金の未納付額の一部を納付したときは、当該納付の日の翌日以降の期間に

係る延滞金の基礎となる未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 
 
 （委任） 
第２１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、地域振興部長が別に定める。 
 
   付  則 
この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   付  則（令和３年１１月１７日区長決裁３北地産第２２７４号） 
この要綱は、令和３年１１月１７日から施行する。 

付  則（令和４年１月１３日３北地産第２６９４号副区長専決） 
この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 



別表第１（第２条関係） 
１ 補助事業 

区分 
プレゼンコンテストの提案内容を実現するための事業 
 
２ 補助対象経費 

区分 
プレゼンコンテストの提案内容を実現するために要する経費 
上記経費に係る事業に付随するイベントに要する経費 
＊百万円以上の経費については、複数業者からの見積書を徴し、適正な価格の業者を

選定すること。 
 
３ 補助対象外経費 

区分 
土地の取得、賃借、造成及び補償に係る経費 
使用実績がないもの 
補助事業に直接必要がない経費 
プレゼンコンテストの提案内容と関係のないイベントに係る経費 
 
 
別表第２（第２条関係） 
商店街振興に係る事業 

（１）東京都北区商店街イベント支援事業 
（２）東京都北区商店街環境整備事業 
（３）東京都北区がんばる商店街支援事業 
（４）東京都北区商店街にぎわい再生プロジェクト推進事業 
（５）東京都北区商店街街路灯ＬＥＤ化推進事業 

 
 
別表第３（第３条関係） 
補助率及び補助限度額 

補助回数 補助率 補助限度額 

１回目 

補助対象経費の 
２／３以内 

３００千円 

２回目 ２００千円 

３回目 １００千円 

 
 


